
３７

研　究

利潤率低下と利潤量増大の

ｒ二面的法則」と恐慌論

Ｊ． Ｓ． ミルの利潤率低下論をとおして

増　田　和　夫

はじめに

Ａ． スミスの利潤率低下法則における「競争」の位置

Ｄ． リカードにおける利潤量の絶対的減少
Ｊ． Ｓ． ミルとセイ法則

マルクスの「二面的法則観」

「二面的法則」の諸解釈

おわりに

はじめに

　古典派経済学の利潤率低下論に対してマルクスはいくつかの評価をおこな っている 。

第一に指摘できるのは『資本論』第３巻の有名な次の文章である 。

（Ａ）「従来のすべての経済学は，この現象には気づき，矛盾したかずかずの試みをしてこれを

説明しようと苦心した。しかし，この法目１」か資本主義的生産にとってもつおおきな重要性からみ

れは，この法則は神秘　　その解明こそアタム　ス ース以来の全経済学の中心課題をなす神秘

　　なのであり ，またアダム ・スミス以来のさまざまな学派のあいだの区別はその解明のための

試みの相違にある ，ということができる 。」（Ｋ皿Ｓ ．２２３．新日本版Ｐ ．３６５）

　引用文（Ａ）はよく知られているが，その内容は十分に明らかにされたことはない 。

通説的には「利潤率の根本原因が古典派のいうように剰余価値率の低下ではなくて，資

本構成高度化にある…… 」松石［１１ことをもっ て古典派に対する批判は完了している

ものみなされてきた。筆者は問題のこのような解決に疑問を持ち，マルクスによる古典

派の利潤率低下論に関するその他の評価をふまえて一つの問題点を発見した。それはマ
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ルクスが利潤率低下と利潤量増大の「二面的法則」と呼んだ事態を古典派経済学はどの

ように把握していたのかという本稿の課題となる問題である。まず引用（Ａ）から指摘

できる論点として，たぜ古典派経済学にとっては利潤率低下法則が神秘的な法則とされ

たのか，すなわち，神秘的ということはどういう意味であるのかという問題である 。

（Ｂ）「もし資本か利潤量よりも急速に増大すれは，または，もし利潤量が絶対的には増大して

も， 資本に対する割合で相対的に減少すれぱ，利潤率は低下することができる，というわけであ

る。 これは，まっ たく利潤率の低下の別の表現以外のなにものでもない。そしてこの現象の可能

性は，いや，その存在さ兄も ，疑われたことはけっしてなかったのである。ただ一つ問題だ った

のは，まさにこの現象の原因を説明することだったのである 。」（ＭｗおよびＧｒ皿Ｓ ．３６８．全集

版Ｐ ．４８８）

（Ｃ）「概括して言えぽつぎのようになる。資本が大きくなるにしたがって利潤率は現象すると

しても，資本の大きさに比例してでなけれぱ，利潤の率は減少するにもかかわらず，総利潤は増

大する 。…… これはあらゆる点からみて，近代の経済学のもっとも重要な法則であり ，そのもっ

とも困難な関係を理解するためのもっとも本質的な法則である。それは歴史的見地からしてもっ

とも重要な法則である。それは単純であるにもかかわらず，いままで理解されたことがなく ，ま

して意識的に言明されたこともない法則である 。」（ＭｗおよびＧｒ　Ｓ． ６３４．高木訳Ｐ ．７００－７０１）

　まず（Ｂ）の引用文をみれぱ，古典派経済学によっ ては，利潤率の低下に利潤量の増

大が伴うという可能性は疑われたことはなかったが，問題はこの現象をどのように説明

するかにあったとマルクスは指摘している。マルクスが述べるように利潤量の増大とい

う事態が利潤率の低下め別の表現にすぎたいことが明らかにされれぱ問題は解決される

のである。次に（Ｃ）の引用文をみれぱマルクスは利潤率低下と利潤量増大の二面性を

利潤率低下法則と乎んでいることが理解できるだろう 。このように，引用（Ｂ）（Ｃ）

で提出されている問題というのは，本稿の主題である「利潤率低下と利潤量増大の『二

面的法則』」についての古典派の解答がどのようであり ，それに対するマルクスの批判

がなんであったかということである。古典派経済学とマルクスとの利潤率低下論の差異

と同一性を問題とするこれまでの研究史のなかで，この「二面的法則」と関わった問題

提起ははとんどなされてこなかった。本稿はこのような意味でまっ たく新しい論点を提

出したものとな っている。その研究方向の新しい点は，古典派経済学の利潤率低下法則

観を次のように捉えた点にある。古典派の提起した論点は，富が増大するのにもかかわ
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らすなせ利潤率は低下するのか？ 利潤量か増大することと利潤率か低下することとの一

見相反する現象はどのようにして説明されるのか？またこの両者の関係はどのように媒

介されているのか？ということにあ った。すなわち，利潤量の増大を資本蓄積の進展と

同義にとるならぽ，資本主義が発展してゆくにつれて，資本蓄積が進展していくにつれ

て，一見それとは無関係に資本蓄積をおしとどめ，かつ，資本主義を解体させて行くよ

うな要因としての利潤率低下という現象がなぜ生じてくるかという問題が，利潤率低下

法則に関わる「神秘」として古典派経済学共通の問題点になったということである。だ

から，この論点にいかに解答するかということはまさに古典派経済学それぞれの学派の

種差を明らかにすることになる 。

　以上の問題の解決にあた って筆者が何故Ｊ ．Ｓ ．ミルを中心にとりあげたか，といえぱ ，

第一に，利潤率の低下と恐慌を直結させて考えた経済学者の代表がＪ ．Ｓ ．ミルだからで

あり ，第二にＪ ．Ｓ ．ミルはマルクスと同世代の経済学者であり１９世紀の世界市場恐慌を

まのあたりに体験してその理論化をはかった経済学者で，マルクスとの対比という点で

はもっともふさわしいと考えたためである。第三にＪ ．Ｓ ．ミルのこの問題に対する解答

のなかには今日の恐慌論研究の二大方向への分裂が萌芽として隠されていると筆者が考

えたためである。また第四に古典派経済学のもっとも発展した形態を体現したＪ ．Ｓ ．ミ

ルを中心的にとりあげることが古典派の利潤率低下問題の性格を鮮明に捉えるうえで適
　　　　　　　　　　　　　　１）
当であると判断したためである 。

　以上の視点からＪ ．Ｓ ．ミルを中心に古典派経済学の利潤率低下論を整理しマルクスと

の対比をおこなう 。そのことを終えたあとで，日本における恐慌論の代表的な論者の利

潤率低下と利潤量増大の「二面的法則」の位置付けを整理することによっ て本稿の提起

した「二面的法則」の理解が，恐慌論の展開にとっていかに重要であるかみることにす
２）

る。

　　１）　Ｊ ．Ｓ ．ミルとマルクスとの利潤率低下論の形式的な類似性については杉原［３１が注目す

　　　べき論点を提出している 。

　　２）今日われわれが，古典派の利潤率低下論を評価するにあた ってどのような視点が重要とな

　　　 ってくるのだろうか。本稿では経済問題としての利潤率低下論という観点から，古典派経済

　　　学が格闘した利潤率低下問題の性格を鮮明なものとするとともに，古典派独自の経済問題と

　　　しての利潤率低下論をマルクスが批判した基本的論点を明示的に浮かび上がらせることを課

　　　題としている。問題をこのように立てることで，現代の経済問題に対して利潤率低下法則の

　　　解明がもっ ている重要な意義を確認したい 。

（６９５）
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１． Ａスミスの利潤率低下論における「競争」の位置

　まずＡ．スミスは利潤率の低下を［国富論』第１篇第９章の冒頭で以下のように説明
　　　１）
している 。

　「資財の利潤の上昇および低下は，労働の賃金の上昇と低下と同一の諸原因に，つまりその杜

会の富が増加状態にあるかまたは減退状態にあるかに依存するが，これらの原因は前者と後者と

にいちじるしく異なる影響をおよぽすのである。資財の増加は，賃金をひきあげるけれども ，利

潤をひきさげる傾向かある。多くの富んだ商人の資財か，同一事業にふりむけられている場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
は， 彼らの相互の競争は自然にその利潤を引き下げる傾向をもち ，…… 」

　ここに見られる考え方は，利潤率の低下と賃金率の上昇という現象を，資本蓄積の過

程における競争の作用という同一の結果から説明するとことである。同様な見地は『国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
富論」第２編第４章にも見ることができ，そこでは，いかなる国においても資本が増大

すると ，第一には新しい資本を充用するための方法を発見することが困難となり ，その

結果競争が激化して利潤率を低下させる，第二には生産的労働に対する需要がその供給

に比して増大するため賃金率か上昇し，利潤率を低下させる，と論じている。このよう

な独特な利潤率の低下論を背景として，スミスは利潤率の低下に伴う利潤量の増大とい

う現象について次のような指摘をおこな っている 。

　「ヘソリ八世の時代以来，この国の富および収入は間断なく増進し，その推移の過程において ，

増進の歩調は次第に減速したというよりも ，むしろ加速したようにおもわれる。それらは増進し

つづけたぽかりではなく ，ますます急速に増進しつづけたように思われる。同一期間に，労働の

賃金も間断なく増加し，そして商業および製造業のさまざまな部門の大部分における資財の利潤
　　　　　　　　　　４）
は減少していったのである 。」

　以上のようなバラグラフ をもっ て， それがスミスの二面的法則観であると主張するの

には多少の説明を要する。ここで労働の賃金が増大し，それとともに資財の利潤率が低

下してゆくということについては，先に示した利潤率低下論の枠組みと同様である。問

題は，富および収入が加速的に増大して行くという点である。スミスの言う富や収入の

増加とは，生産される諸商品か増大して，それか購買し得る労働か増大することを示し

（６９６）
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ており ，この労働か再度蓄積過程に充用されてより大量の諸商品か生産されるというこ

とを意味している。すなわち労働は「その国民が年々に消費するいっさいの生活必需品

および便益品を本源的に供給する資源（ｆｕｎｄ）」（Ｐ ．１）であり ，この資源としての労働

が「諸国民の富」の発展の内容を形成するのである。そのため資本の蓄積にあた って富

の増大が加速的に進展するためには，資本家が入手する利潤は，たとえ資財の利潤率が

傾向的に低下するとしても量としては増加していなけれぱならない。すなわち資本家が

手に入れた利潤でより多量の労働を購買し得ることが富の増大の条件となるのである 。

ここから利潤率の低下と利潤量の増大の同時進行がスミスの説明から導かれる。ここで

注意が必要なのは次のことである 。

　スミスが「資財の利潤」と呼んでいることの内容は実は一般にわれわれが理解してい

るような利潤率，すなわち（価値ではかった）過去の労働の大きさに対する（価値ではか っ

た）剰余の大きさのことではない。意外に思われるかもしれないが，それは物量として

存在する資本が購買しうる生きた労働の量を分母とし，剰余として獲得した商品の量で

購買しうる生きた労働の量を分子ととることによっ て表現される比率が「資財の利潤」

なのである。ここで諸商品の実質価格が生産力の発展によっ て低下し，その結果，労働

の実質価格が増大することを前提すれぼ，剰余商品で獲得し得る生きた労働の量が減少

するため利潤率は低下するであろう 。このような過程も資本間の競争カミ媒介するものと
　　　　　　　　５）
して叙述されている。また「資財の利潤」は投入された資本が購買し得る生きた労働の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
量を一定の利子率で割り引いたものとしても説明されている。ここでは実質価格の低下

は資本財の価格の低下として表現され，結果として過去労働が減価するすることによっ

て利潤率の低下が帰結されているのである。このような過去労働の減価は蓄積を進展さ

れる資本の競争によっ て促進されるのである 。

　利潤で生活する人 々の利害が，杜会の利害と対立するとスミスが論じている箇所があ

る（Ｐ ．２４８）。 そこでは，杜会の実質的富の増加は土地の実質的地代と労働者の賃金を増

加させ，土地所有者と労働者にとっ ては杜会の進歩（富の増大）と自己の階級の利害と

は一致する。しかし利潤獲得階級は他の階級と利害を一致させない。「利潤率は地代や

賃金のように，杜会の繁栄とともに上昇したり ，その衰退とともに下落したりはしない 。

その反対に，それは自然に富国では低く ，貧国では高い」。Ａ．スミスは利潤率の高低を ，

一国における過去と現在との比較，富国と貧国との比較および都市と農村との比較等 々

の経験的な事実より説明する。利潤率低下と利潤量増大の関係も経験的事実として容認

されている。利潤率の低下は富の増大，（富裕の進展）：利潤量の増大，と同義であ って ，

（６９７）
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競争の制限によっ て資本の減価を食い止めたり ，賃金の切り下げによっ て利潤率の低下

を阻止しようとする資本の行動は非難される行為なのである 。

　以上Ａ．スミスの二面的法則観を総括すれぱ次のようになる。スミスは利潤率低下と

利潤量増大の同時進行について，両者の間を媒介する理論的説明として「競争」をもっ

てくるのであり ，このｒ競争」はスミスにとっ て理論的にも経験的にも ，生産力の発展

による富の増大を説明する唯一の方法なのである。だから「競争」を媒介とする利潤率

低下と利潤量増大の二面的な関係は杜会の進歩と発展にとっ て当然是認されるべき事柄

なのである。たしかにスミスは資本蓄積の矛盾の側面をマルクスのようには考察せず ，

利潤率低下法則を資本主義の歴史性と結びつけて理解するという視点を持ち合わせては

いなかった。しかし時代背景からすれば資本主義の発展が国民的富の増大とまさに同義

であり ，封建的諸関係を打ち壊して新たな進歩的な杜会を形成するという重要な任務を

資本主義の発展が一身に担っていたのであるから，それが科学的真理のある一面を論じ

たにすぎないものであろうとも ，それ自体げっして誤った考え方ではない。スミスのこ

の考え方はＪ ．Ｓ ．ミルに至って新たな装いをもっ て復活してくるが，この問題はのちに

検討することにする 。

１）羽鳥卓也１２１は「スミスの法則としての利潤率低下論」を「資本相互間の競争の激化」

　ということも ，資本蓄積の運動と利潤率低下との「媒介項」として措定されているにすぎな

　いのであり「競争はただ単に　般的利潤率か農業利潤率に規制されて低下してゆく過程を媒

　介する契機にすぎない」『古典派蓄積論研究ｊ（Ｐ４７）として簡潔にまとめている。そして

　その基本的な論理を，生産力の発展による相対的剰余価値生産の結果としての，一方では利

　潤量の増大，他方では利潤率の低下ということの関係を以下のようにまとめている 。（１）

　「生産物の価格総額の増大の程度」は，「賃金率の増大の程度」を上回る（２）「労働力価値

　低下の度合い」は，ｒ生産力の増大の割合」に及ぱない（１）より利潤量の増大（２）より

　賃金率の上昇利潤量の増大より資本の増大が大きく→利潤率低下，つづいて利子率の低下か

　ら利潤率の低下を導く 。またそこではスミスの利潤率低下論の性格についても「資本蓄積→

　劣等地耕作の進展→農業上の収穫量の減少→農業利潤の平均利潤率以下への低下→農業から

　の資本の流出にもとずく他産業部面における資本相互の競争の激化　　般的利潤率そのもの

　の低下」前掲（Ｐ ．５２）とまとめられている 。

２）Ｓｍ１ｔｈ，Ａ ，丁加Ｗ；３”肋〆Ｎ肋ｏ郷，１７７６，Ｍｏｄｅｍ　Ｌ
ｌｂ
ｒａｒｙ，１９３７（邦訳，『諸国民の富』

，

　大内 ・松川訳，岩波文庫，１９５９）Ｐ ．８７，邦訳（１）Ｐ ．２６６ ．

３）マルクスは，「利潤率の低下を事業の拡張の，それゆえ資本の拡張の結果であるように見

　えさせる現象」にとりつかれて，利潤率の減少が，利潤量が逆に増大するということの結果

　として，資本家たちの打算として現われる事態と考える他の古典派経済学者と異なる評価

　（「Ａ．スミスの場合は別であ って」Ｋ皿Ｓ ．２３５）をスミスに与えている 。

（６９８）
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４）同上（Ｐ ．８９），邦訳（１）Ｐ ．２７１

５）「利子つきで貸し付けられるべき資財の量が増加するにつれて，利子つまりこの資財の利

　用にたいし支払われるべき価格は，諸物の市場価格はふつうそれらの量が増加するにつれて

　減少するという一般的原因からばかりでなく ，この特殊な場合に特有な他の諸原因からも必

　然的に減少するのである。ある国で資本が増加すると ，それを使用することによっ て獲得し

　うる利潤は必然的に減少する。その国内で，ある新しい資本の有利な使用方法を発見するこ

　とは，しだいにますます困難になる。その結果として，さまざまな資本のあいだに競争がお

　こり ，一つの資本の所有者は，もう一づの資本の所有者が従事している仕事をも ，わが手に

　おさめてしまおうと努力するようになる。ところが，たいていのばあい，かれは，い っそう

　合理的な条件で取引するという手段に訴える以外，他の人をこの仕事から押しのけたいと望

　んでも全然できない。かれは，自分が取り扱っているものを，多少とも安価に売るぱかりで

　なく ，それを売るためにも ，ぱあいによっ ては比較的高価に買わなけれぼならない。生産的

　労働にたいする需要は，それを維持するために予定されている基金の増加によっ て， 日に日

　にますます増人する。労働者たちはたやすく仕事をみいだしはするけれども ，資本の所有者

　たちは，使用すべき労働者を獲得することが困難になる。かれらの競争は労働の賃金を引き

　上げ，資財の利潤を引き下げる。とにかく ，資本の使用によっ て獲得しうる利潤が，こうい

　うふうにして，いわぼ両端から減少される場合には，その利用に対して支払われうる価格 ，

　つまり利子率は，利潤とともに必然的に減少せざるをえたいのである。」同上（Ｐ ．３３６），邦

　訳（２）Ｐ ．３８０

６）「諸商品を流通させる貨幣の量がそれ以前と同一であるのに，年 々に流通する諸商品の量

　がいくらかでも増加すれぱ，それは貨幣の価値をひきあげるという結果以外にも ，数多くの

　重要な結果を生むであろう 。その国の資本は，たとえ名目的にはそれ以前と同…であるかも

　知れないにしても ，実質的には増加するであろう 。それはひきつづきそれ以前と同量の貨幣

　で表現されるかもしれないが，それ以前よりも多量の労働を支配するであろう 。それが維持

　したり使用したりしうる生産的労働の量は増加するであろうし，その結果，労働に対する需

　要もまたそうなるであろう 。その賃金は，需要とともに自然に上昇するであろうが，それに

　もかかわらず，外観上は下がったように見えるであろう 。つまり ，それは以前よりも小量の

　貨幣で支払われるであろうが，この小量の貨幣は，それ以前にこれよりも多量の貨幣がそう

　したよりも ，いっそう多量の財貨を購買するであろう 。資財の利潤は，実質的にも外観上で

　も ，ともに減少するであろう 。その国の全資本が増加されるのであるから，それを構成して

　いたさまざまの資本の間の競争もまた，自然にそれにつれて増大するであろう 。」（Ｐ ，３３７）

２． Ｄ． リカードにおける利潤量の絶対的減少

　Ｄ．リカードは，スミスの利潤率低下論がその原因を「一律に，資本の蓄積と ，その
　　　　　　　　　　　　　　　１）
結果生じる競争とに帰着させて」いることを批判して，利潤率の低下は資本蓄積によっ

て追加される労働者に対する食物供給の困難によっ てのみ説明されるのにスミスはそれ

（６９９）
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に全然言及していないとする。結局リカードの利潤率低下に関する説明は劣等地耕作の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
進展による必需品の騰貴によって説明されることになる。このことに関するリカードの

説明を見ることにしよう 。

　「利潤の自然的傾向は低下することにある。というのは，杜会の進歩と富の増進につれて，必

要とされる食物の追加量は，ますます多くの労働を犠牲にして獲得されるものだからである。利

潤のこの傾向，いわぽこの引力は，幸いにも ，必需品の生産に関連のある機械の改良によっても ，

また以前必要とされた労働の一部分を不要にし，それゆえに労働者の第一次的必需品の価格低下

を可能にする農業科学上の発見によっ ても ，間隔をおいて繰り返し阻止される。だが必需品の価
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
格騰貴と労働賃金の上昇には制限がある 。」

　以上のようにリカードは利潤の自然的傾向は低下することにあるとのべ，蓄積の進展

は利潤率の低下傾向という事態と矛盾してくるということを直感した。リカードはたし

かに利潤率の自然的低下傾向に対抗的に作用する反対要因について考慮している 。

　「私か利潤について　般的に論じているということを，了解してほしい。私かすでに述へたこ

とだが，ある商品はそれに対する新しい需要の要求量以下の分量しか生産されないこともあるか

ら， その市場価格がその自然価格または必要価格を超過することもあろう 。だが，これは一時的

結果にすぎない。その商品の生産に投下された資本に対する高い利潤は，当然その産業に資本を

引き寄せるだろう 。そして必要な基金が供給されて，その商品の分量が十分に増加されるやいな

や， その価格は下落し，そこでその産業の利潤は　般的水準に一致するようになろう 。　般的利

潤率の低下は，特定諸部門の利潤の部分的上昇と両立しえないものでは決してない。利潤の不均

等を通じて，資本は一部門から他部門へ移されるのである。だから，賃金の上昇と ，増加してゆ

く人口に必需品を供給する困難の増大の結果として，　般的利潤が低下していき，次第により低

い水準に落着いていくのに，農業者の利潤が，しはらくの間，以前の水準よりも高いこともあろ

う。 また，異常な刺激が一定期間，外国貿易と植民地貿易の特定部門に与えられることもあろ
４）

う。」

　このようにリカードは利潤率低下に反対に作用する諸要因や一時的な利潤率の不均等 ，

および貿易等による異常な高利潤率という事態に注意をむけている。しかしこれらの要

因は特殊な要因であ って，利潤率の自然的低下という一般法則をけっして廃棄するもの

ではないという 。「だがこの事実を認めることは，次の理論，すなわち，利潤は賃金の

高低に依存し，賃金は必需品の価格に，そして必需品の価格は主として食物の価格に依

（７００）



利潤率低下と利潤量増大の「二面的法則」と恐慌論（増田） ４５

存する（というのは，食物以外のすべての必需品はほとんど無制限に増加するからだ。）という理

　　　　　　　　　　　　　　　　５）
論を決して無効にするものではない。」蓄積の進展にともなう利潤率の自然的低下傾向

は， リカードによれぼその両者を媒介するのは，穀物の騰貴から生じる賃金の上昇とい

う事態なのであ って，このことによっ て価値法則を修正することなく利潤率の高低カミ蓄

積の進展とからめて論じられるようにな っているのである。またそのことは，資本蓄積

か進展するにつれて増大する地代率か利潤率の低下と結ひつけられる形て説明されてい

る。

　リカートの問題の佳占はこの資本蓄積と利潤率低下法則との関係にある。リカートも

他の古典派経済学と同様に利潤率の低下に利潤量の増大がともなうことを認めるのであ

るが，結局利潤率の低下と同時に利潤量が増大する可能性をごまかすために計算に逃げ

道を求める 。

　「われわれはまた，土地における資本蓄積と賃金上昇の結果として，資本の利潤率がどんなに

低下しようとも ，しかもなお利潤の総額は増加するものと予期すべきである。そこでかりに ，１Ｏ

万ポンドの蓄積の反復とともに，利潤率が２０％から１９％へ，１８％へ，１７％へと恒常的逓減率で低

下するものとすれは，われわれは次のことを予期すへきてある 。　　 これらの相次して蓄積され

た資本の所有者が受け取る利潤の総額はつねに累進的であろう 。それは，資本が２０万ポンドのと

きは１０万ポンドのときよりも大であり ，３０万ポンドのときはさらに大であろう ，等 々。 こうして

利潤の総額は，資本増加の度ごとに，逓減率でだとはいえ，増加していくであろう ，と 。だがこ

の累進は一定期間について真実であるにすぎない。たとえぱ，２０万ポンドに対する１９％は，１Ｏ万

ポンドに対する２０％よりも大である 。さらに３０万ポンドに対する１８％は，２０万ポンドに対する

１９％よりも大である。だが，資本の蓄積が巨額に達して，利潤が低下した後には，それ以上の蓄

積は利潤の総額を減少させる。たとえぼ，かりに蓄積が１００万ポンド，利潤が７％とすれぼ，利

潤の総額は７０，０００ポンドであろう 。いま ，１０万ポンドの資本がこの１００万ポノドに追加され，利

潤は６％に低下するとしよう 。資本の総額は１００万ポ ンドから１１０万ポンドに増加するのに，資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
の所有者が受け取るのは６６，０００ポンド，すなわち ，４ ，０００ポ ンド少ない額であろう 。」

　リカードは以上のような利潤率低下に関する説明を前提しながら，利潤率低下と利潤

量増大という二面的法則についての自己の見解を展開する。リカードの場合，資本蓄積

はその制限を資本蓄積すなわち自己自身にもつのではなく ，資本そのものとは関係のな

い利潤率の自然的な低下傾向にもつということを説明するため，「１ＯＯの２５％は２５になる

が， ４００の５％では２０にしかならない」というような数学的ごまかしの世界に逃げ込む

ことにな った。リカードがこのように想定した，利潤率の低下は利潤量の絶対的な減少

（７０１）
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をともなわざるをえないという関係，つまり利潤率の低下と利潤量の増大という二面的

な関係は，利潤量が絶対的に減少することを通じて絶対的な矛盾におちいらざるをえな

いという独特な「停滞状態」に関する理解に端を発している。マルクスが論じるように

利潤率低下と利潤量増大との関係はなんら矛盾を含むような関係ではなく ，利潤量の増

大という事態は資本主義的生産様式においては利潤率低下法則の展開された表現にほか

ならたいのだ。と考えることは，資本主義的生産様式を絶対的な生産様式と考えるリカ

ードやその後継老にとっ ては決定的に不可能であ った 。

１）富塚良三［４１では，リカードの利潤率低下論が以下のようにまとめて説明されている 。

　蓄積 ・利潤率のｒ自然的」低下傾向の帰結としての（富源の終焉ｔｈｅ　ｅｎｄ
　ｏｆ　ｒｅｓｏｕｃｅｓ）資本

　蓄積→労働需要増大→（労働者）人口増加→（最劣等の限界土地ないしは最終投下資本によ

　る穀物生産に要する万働量の増大）穀物価値の騰貴→「万働の自妹価格」の上昇→「利潤の

　自然率」の下落。（Ｐ ．１４８）

２）　Ｒ１ｃａｒｄｏ，Ｄ，ｎ３Ｐブ閉６妙伽げｐｏ〃〃ｏＺ肋ｏ〃ｏ刎ツ伽６７加肋ｏ〃，１８１７，Ｃａｍｂｒｌｄｇｅ　Ｕｍ

　ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８１ｐ２８９，邦訳丁経済学および課税の原理』羽鳥　吉澤訳，岩波書店 ，

　１９８７，（下）Ｐ ．１１０

３）同上，Ｐ ．１２０，邦訳（上）Ｐ ．１７２

４）同上，Ｐ ，１１９，邦訳（上）Ｐ ．１７０

５）　同上 。

６）同上，Ｐ ．１２３，邦訳（上）Ｐ ．１７６

７）　リカードが「停滞状態」において想定する利潤率の低下に利潤量の絶対的な減少がともな

　うという理解は，マルクスが第３巻第３編第１５章第３節で仮定した「資本の絶対的過剰生

　産」という事態とおおいに類似している。マルクスは古典派の喘滞状態」の想定を，仮定

　的に受け入れた上で，その「停滞状態」から新たな資本蓄積の進展の基盤を見いだしていく

　のであ って，その議論の進め方はきわめて厳しい古典派経済学に対する批判といえる内容と

　な っている。なぜなら，そのような「停滞状態」を想定しても新たな資本主義発展の可能性

　を見いだすことができるなら，「停滞状態」の想定そのものが，きわめて恋意的な設定とい

　うことになるからである。この論点は別稿にて詳しく検討したいが，このマルクスの見地は ，

　今日の独占段階における蓄積の停滞基調という ，もっともらしい資本主義評価に対する批判

　としても十分みるべきものがあると筆者は考えている 。

８）マルクスはリカードとその後継老の利潤率低下論を以下のように評価している。「リカー

　トと同様に資本主義的生産様式を絶対的な生産様式と考える経済学者たちも ，ここでは，こ

　の生産様式が自分自身に対して制限を作り出すことを感じ，それゆえ，この制限を生産のせ

　いにはしないで自然のせいにする（地代論において）。 しかし，利潤率の下落に対する彼ら

　の恐怖のなかで重要なのは，資本主義的生産様式は，生産力の発展について，富の生産その

　ものとは何の関係もない制限を見いだす，という気持ちである。そして，その特有な制限は ，

　資本主義的生産様式の被制限性とその単に歴史的た一時的な性格とを証明する。それは，資

（７０２）
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本主義的生産様式が富の生産にとっ て絶対的な生産様式ではなくてむしろ一定の段階では富

のそれ以上の発展と衝突するようになるということを証明する 。」（Ｋ皿Ｓ ．２５２）

　またマルクスはリカードの利潤率低下論を以下の二つの理由から批判している 。（１）剰

余価値率と利潤率の混同，剰余価値率の低下によっ てのみ利潤率の低下が説明しうる（生活

手段の価値がたえず増大すること（２）地代率の上昇と結びつける見解（リカードゥ 地代論

で批判ずみ）である 。

３． Ｊ． Ｓ． ミルとセイ法則

　スミス，リカード，マルサス，等の古典派経済学の総集成を完成させたとされるＪ

Ｓ　ミルかその主著『経済学原理（Ｐｒｍｃｌｐ１ｅｓ　ｏｆ　ｐｏｌ１ｔ１ｃａ１ｅｃｏｎｏｍｙ）』て利潤率低下論を

問題とするのは，第四編「杜会の進歩が生産および分配に与える影響」においてである 。

その部分はその第三編までの，一般に「静態論」と呼ぼれている部分と区別されて「動

態論」と口乎ぼれており ，全体は七つの章にわかれている。その内部構成は杉原四郎

［３１によれば「第四編全体は，第一の目的（「文明諸国の前進的な経済的運動」が「労賃 ，

利潤，地代，価値および価格に対して及ぼす影響を検討すること」）のための第一～第三章と ，

第二の目的（停止状態についての自分の新しい見解を強くおし出すこと）のための第六および

第七章と ，そしてこの二つの間に位置する第四および第五章との，三つの部分からな っ

ているのであ って，その意味で利潤率低下論は，第四編の前半と後半とを媒介する役割

を演じているとい ってよい」（Ｐ ．５１）とまとめられている。以上のようなＪ ．Ｓ ．ミルの

利潤率低下論の全体像把握を承認したうえでその内容を具体的に検討してゆくことにし

よう 。

　Ｊ ．Ｓ ．ミルは『経済学原理』第四編「杜会の進歩が生産および分配に与える影響」の

中の第三章「産業および人口の増進が地代 ・利潤および労賃に与える影響」において ，

利潤率低下に対する基本的な見解を提示している。そこでは，人１コ ，資本，生産技術が

資本蓄積の過程で，利潤，地代，労賃という分配カテゴリーにいかなる影響をあたえる

のかという分析視点から問題が整理されている。ミルの考え方は，人口 ，資本，生産技

術， という蓄積過程の三つの変数が，分配カテゴリーに与える影響を分析的に確かめて

いくという方法を取っており ，ここではまず，それぞれを五つの場合に分けて確認して

おこう 。

　（１）人口は増進，資本は停止 ：労賃下落，利潤上昇，食物需要量増大，→地代上昇 ，

　　　　地主のみが利益を得る。結果的に利潤率は低下する 。

（７０３）
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（２）人口は静止，資本は増進労賃増大，穀物価格上昇→利潤低落，結果的に地代

　　　が上昇して地主のみが利益を得る 。

（３）人口および資本は増進，生産技術は停止 ：農産物価格上昇→余分の利潤は，競

　　　争の結果，地主へ移譲される。貨幣賃金上昇（実質賃金一定），利潤減少→地代

　　　騰貴 。

（４）生産技術は増進，資本および人口は停止 ：機械の発明，工程の低廉化，外国貿

　　　易，０労働者の消費物資を価格低下させない場合利潤率は変化せず，資本家 ，

　　　地主，高級労働者は消費に関して恩恵を受ける。　労働者の消費財を価格低下

　　　させる場合利潤率上昇，地代減少 。

（５）すべての要因（資本，人口，生産技術）が増進する場合 。

　（５）はこれまでの四つの分析的にみられた諸要因の分配カテゴリーに及ぽす影響を

総合的に検討したものであり ，Ｊ ．Ｓ ．ミルは以下のようにその結論を指摘する 。

　「以上のような長 々しい研究の結果を要約すると次のごとくなるであろう 。地主，資本家，労

働者の三者からなる杜会の経済的進歩は，地主階級の漸進的富裕化の方向に向かっている。そし

て労働老の生活資料の費用は，大体において増大寺る傾きをもち，利潤は下落する傾きをもつ 。

農業上の改良は，最後にあげた二つの効果に対し相対抗する力である。けれども第一の効果は ，

それが一時的に阻止される事例が認められはするけれども ，終局においてはこれらの改良によっ

て高度に促進される。そして人口の増加は，農業上の改良から引き出される一切の利益をぱ，地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
主たちの手もとにだけもたらす傾きをもっ ている 。」

　このように人口の増大，資本の増加，生産技術の改良という事態から説明される「杜

会の経済的進歩」は地主階級を富裕化させ利潤率を低下させてゆくが，その利潤率低下

に反対に作用するのが農業の改良であるとする 。

　Ｊ　Ｓ　ミルもリカートと同様に，資本蓄積の進展は絶対的な制限に衝突すると想定す

るのであるが，それは利潤率低下によっ て利潤量の絶対的な減少が生じるという事態に
　　　　　６）
ほかならたい。このことを検討するまえにもうすこし詳しくＪ ．Ｓ ．ミルにおける「杜会

の経済進歩」と利潤率低下の関係についてみることにする 。

　ミルによっ て述べられていることは次のことである。第一に，人口および資本の増大

は利潤率を引き下げ，地代および労働費を増大させる。また，農業上の改良は地代を減

少させ，そして，労働者の消費財を安くする生産技術の改良は利潤率を増大させる。第

（７０４）
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二に，地代，利潤，貨幣賃金は，人口 ，資本，および生産力の発展という抗争する諸要

因の作用の結果として，その動向を決定する。第三に，しかし，農業上のおよび労働者

消費財の生産における生産力の発展は，利潤率の低下傾向への，反対に作用する諸要因

である 。

　まず注目すべきことは，賃金，利潤，地代という分配上のカテゴリーに対して，人口 ，

資本，および生産技術の改良という生産上のカテゴリーがどのように影響を与えるかと

いう視点である 。Ｊ ．Ｓ ．ミルは第三編以前の「静態論」の展開においては，生産と分配

を峻別し，それらおのおのをバラバラに考察したが，「動態論」としての箪四編に至 っ

ては，それら生産と分配のカテゴリーの対立する関係を問題としてゆくのである。これ

はＪ　Ｓ　・ルか，第四編の後半部分，第ハ早ｒ停止状態について」，第七編ｒ労働者階

級の将来の見通しについて」という章で利潤率低下法則観としての独自な文明論的見地

を強くおしだしてゆくための重要な理論的分析装置となる 。

　次に注目すべきことは分配上の諸契機の諸変動および諸傾向が生産上の諸契機の抗争

関係によっ て生み出されてゆくとする見解である。このような抗争関係の見地はマルク

スが第３巻第３編第１５章「法則の内的諸矛盾の展開」において，蓄積過程の抗争する諸

能因が利潤率の動向に対して相反する作用をもたらし互いに衝突して恐慌を生み出して

ゆくという視点とかなり類似する見解とみることもできよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　しかしマルクスとＪ ．Ｓ ．ミルの差異は決定的である。まずマルクスは蓄積過程の資本

の諸契機が利潤率にたいして相反する影響をあたえ，それらの諸因子が抗争し衝突して

恐慌に至る過程を分析的に明らかにしてゆく 。その場合，利潤率のカテゴリーは生産と

分配を統一するカテゴリーとして，資本の総過程の分析において与えられているのであ

る。 それに対してＪ ．Ｓ ．ミルは，生産カテゴリー上の資本，人口 ，生産の改良という諸

契機が分配のカテゴリーに対立して，それにどのような諸影響をあたえるか，と問題を

立てる。そして利潤率低下と資本蓄積との間の矛盾か生産技術の改良等の，利潤率低下

に反対に作用する諸要因の働きによっ て解消され，「利潤の最低率」に向かう傾向が先
　　　　　　　　５）
送りされないならば，それは恐慌による暴力的な調整によっ てしか解決されないであろ

う論じている 。

　このような生産上の諸カテゴリーが分配上の諸カテゴリーに如何なる影響を与えるか

という視与は一見リカートの利潤率低下法則と資本蓄積の関係の考察と同様に見え，こ

のことからＪ ．Ｓ ．ミルとリカードの利潤率低下論には基本的差異がないと主張されるか
　　　　６）
もしれない。しかし両者は以下の点で決定的に異な っている 。

（７０５）
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　まずリカードはその価値論を固持し，その価値は利潤と労賃に分かれるという考え方

から利潤と賃金の相反関係を問題とした。しかしそこには利潤率の低下にともな って利

潤量は減少していかなけれぱならないという問題が含まれていた。この利潤率低下と利

潤量増大の関係は互いに論理的に矛盾してくるとはいえ，リカードは，けっして生産上

のカテゴリーと分配上のカテゴリーとして分裂させて捉えるのではなく一体のものとし

て把握する。ここにリカードおよび古典派経済学の決定的な優位性があり今日の経済学

に復活させるべき重要な論点がある。しかしそこには短期の意味にかぎらず長期的にも

セイ法則（短期の意味では販売と購買の一致，長期の意味では生産と消費の一致ということ）を

前提とするという古典派経済学の長所でもあり短所でもある間題点が含まれていた。リ

カードの場合それは長期的な意味でのセイ法則を承認するがぎり一般的供給過剰（すな

わち過剰生産恐慌）を認めることができないという問題であ った。リカードにとっ て， 利

潤率低下論を問題とする背景として１８１５年の穀物論争があり ，それは外国貿易による穀

物価格の低下によっ て利潤率の低下を阻止し，そのことによっ て資本蓄積の進展を順調

な軌道にのせるということが課題であ った。またリカードはその生涯において世界市場

恐慌を経験しなかったこともあり ，　般的供給過剰が引き起こす恐慌という事態に現実

的に直面してはいなかった。これに反してＪ ．Ｓ ．ミルはマルクスと同時代を生きた経済

学者であり ，世界市場恐慌の現実について目をふせて通りすぎることはできなかったの

であろう 。結果，Ｊ ．Ｓ ．ミルにとっ て長期的な意味でのセイ法則を承認してその上に自

己の理論を展開することは不可能となり ，そこから，その独特な生産 ・分配二元論とい

う分析方法か押し出されてくる。すなわち利潤率の低下と資本蓄積（利潤量の増大）の関

係を生産 ・分配二元論の視点から峻別（利潤率は分配のカテゴリー 利潤量は生産のカテゴリ

ー）し，ここから生産と分配に直接矛盾を見いだすことによっ て恐慌を説明しようとす

るのである 。

　Ｊ ．Ｓ ．ミルは生産と分配の対立関係に矛盾を，とりわけ恐慌を生み出すような矛盾を

見てとる。資本蓄積，すなわち資本の加速的蓄積の過程とは剰余価値生産の進展過程で

もあり ，それは剰余価値量すなわち利潤量の飛躍的な増大の過程として現象する。この

利潤量の増大と利潤率の低下は同時に進行するのであるが，Ｊ ．Ｓ ．ミルは利潤率低下と

利潤量増大というマルクスの見た同じ原因から生じる「二面的法則」に矛盾を見いだす

のであ って，結果的に利潤量の絶対的減少という事態の想定のみに現実の恐慌の説明を
　　　７）
もとめた。このことはマルクスから見れぱ「外観上の矛盾」に捕われていることにたろ

う。マルクスはこのようなＪ ．Ｓ ．ミルの見解とは逆に，利潤率の低下する過程に内在さ

（７０６）
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せて資本蓄積の進展を問題にする。このようなマルクスの見地からは，利潤率の低下と

利潤量の増大というｒ二面的法則」が進展する過程はｒ外観上」のｒ現象」の過程なの

であり ，資本の加速的蓄積が生み出してゆく資本主義的生産様式に独特な諸矛盾は利潤

率低下法則の「内的諸矛盾の展開」として把握されるのである 。

１）杉原四郎１３１によるミル低下法則の位置付け。「利潤率低下についてのミルの所論は
，

　学説史，法則そのもの，阻止要因，法則の帰結の四部からなるのだが，内容は別として，こ

　の問題について形式的にこれほど体系的な順序で論じた経済学者はミルが最初である 。いま

　この構成を『資本論』第３巻第３編「利潤率の傾向的低下の法則」の構成，すなわち第１３章

　「この法則そのもの」，第１４章「反対に作用する諸能因」，第１５章「この法則の内的諸矛盾の

　展開」という三章とくらべてみると ，両者の形式的な類似は一目瞭然であ って，マルクスが

　実際にどれほどミルを意識してその章別構成を考えたかはともかく ，古典学派からマルクス

　ヘの展開を利潤率低下論について学説史的にたどる場合，ｒ原理』のこの所説が無視しえぬ

　重要な一環であることは，こうした類似からも明らかであるといわなけれぽなるまい。」（Ｐ

　５３）

２）Ｍｉ１１，Ｊ ・Ｓ
・，
Ｐ加吻Ｚ３３ げｐｏ伽６０１厄６０〃ｏ舳ｙ　Ｎｅｗ　Ｙｏｒ

ｋ．
Ｐ． ４７０，邦訳『経済学原理』末永茂

　喜訳，岩波書店，１９５９，（四）Ｐ ．５２

３）「現在のような種類の杜会的進歩というものは，おそらくは蓄積欲を増大させる傾きはな

　いまても ，かならすやそれに対する障害物はこれを弱める傾きかあり ，世間の人たちか貯蓄

　し蓄積するための動機として絶対的に必要とする，あの利潤の量を減少させる傾きがあるも

　のである 。」邦訳（四），Ｐ ．７２－７３

４）　Ｊ ．Ｓ ．ミルの恐慌論の基本性格については，講座『経済学史』Ｈ「古典派経済学の形成と

　発展」同文館，１９７６．の高島光郎執筆の章，注（２０）の以下の文章を参照。「このようにミ

　ルは恐慌を根本的には利潤率の低下傾向から，また直接には投機とその反動（およびそれに

　伴う信用の異常な膨張と収縮）から説明し，恐慌時には商品の全般的過剰が発生することを

　認めるのであるが，しかし他方では，全般的供給過剰を否定した販路説を堅持し ，「商業恐

　慌は生産の全般的過剰の結果だと考えるのは大きな誤り」だと述べている 。（原理，第三編

　第１４章）もっとも ，『経済学の若干の未決問題に関する論文集』に収められた第二論文ｒ生

　産におよぽす消費の影響」では，販売と購買の分離のうちに商品の全般的過剰が発生する可

　能性を認めている。ただし，ミルは貨幣そのものを一つの商品とみなし，商品の全般的供給

　過剰を貨幣に対する一時的な商品の過剰，貨幣の供給過少と解することによっ て， 販路説は

　維持できると考えたのであるが，このような議論は，事実上，全般的過剰生産不可能論を骨

　抜きにするものであ ったと言えよう 。」（Ｐ ．２２５）

５）　 ミルは，この反対に作用する諸要因について以下に示す四つの点を指摘している。０過度

　の取引および軽率な投機の時期に続いてかならず来る商業上の反動期における資本の浪費す

　なわち資本の減価　生産上の改良　低廉なる必需品および要具の輸入。＠資本の輸出。ミル

　の場合このように，利潤率の低下傾向に反対する諸要因をあげるのであるが，生産力の発展

　を伴う資本蓄積の過程を，利潤率の低下傾向を生じさせる原因と見るのではなく蓄積過程で

（７０７）
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　の人口と資本の増大ということからのみ利潤率の低下を説明した。ここから現実の発展的な ，

　生産力の発展を伴う資本蓄積の過程は，利潤率の低下傾向からは切り離されて，それとは対

　極にある低下傾向に反対に作用する諸要因としてのみ位置付けられた。すなわち，本来の蓄

　積過程の諸問題は利潤率の低下傾向と外的に対麿される形で与えられたのである 。

６）　リカードとＪ ．Ｓ ．ミルの経済学の体系上の違いについては前掲高島論文の以下の文章を参

　照。ｒリカードゥの場合には，分配論の展開が資本の蓄積と切り離されておらず，いわば静

　態がそのうちにおのずと動態を含んでいたのであ って，それは投下労働量による価値規定が ，

　生産力の発展と分配関係の変化を統一的に把握する原理として，体系の基礎に据えられてい

　たためであ った。ところが，生産と分配を切り離し，価値論が文字どおり競争におけるｒ均

　衡の理論」としてつかまれていたミルの場合には分配関係の変化を引き起こす要因が，「産

　業の進歩」という形で，条件として外側から持ち込まれざるをえないということにな ったの

　である 。」（Ｐ ．２２３）

７）諸泉俊介１５１はＪ ．Ｓ ．ミルの利潤率低下論には，第一にその原因を明らかにすることと ，

　第二になぜ利潤率は低下せずその間に資本の蓄積が大いに発展するのは何故かということの

　二つの問題があると主張する。「ここに利潤率が低下するにもかかわらず蓄積か「大いに ，

　かつすみやかに」増大する根拠がある。「生産上の改良」の二重の機能こそか，一方におい

　て利潤率の低下が厳殊として存在するにもかかわらず，その中で資本蓄積が「大いに，かつ

　速やかに」進行するという ，日常的観念にとっ ては矛盾とみ疋る自体を理論的に解く鍵であ

　る。これによっ て、 ルは，リカートゥか直感した「資本主義的生産様式は生産力の発展に対

　して富の生産そのものとはなんの関係もない制限をみいだす」という「利潤率の低下に対す

　る」「恐怖」から免れているのである 。」（Ｐ ．１１７）。　諸泉は，ミルの二つの低下論について

　以上のような結論を下すのであるが，ミルが人口と資本の増大のみを利潤率低下の原因とし

　て，生産力の発展をその中心的原因とみなさず，利潤率低下と資本蓄積を対立する諸契機と

　して，現実の経済発展はこれらの諸契機の抗争する諸関係のなかで進展するとして位置づけ

　る視点については，批判的な見方を提出してはいない。ミルが問題としている人口と資本の

　増大にともなう利潤率の低下傾向という問題は，利潤率の低下に利潤量の増大が伴うという ，

　古典派経済学であれはとのような見解も承認する　般的事実を説明しているものにすぎない

　が，この関連のなかにミルは恐慌を生み出していく諸問題を発見しようと努力しているので

　あ って，批判はそのような，矛盾でもなんでもない問題に矛盾をなんとか見いだそうとする

　ことに対してむけられなけれぱならないだろう 。

４． マルクスの一面的法則観

　これまで検討してきた，古典派経済学における利潤率低下と利潤量増大の「二面的法

則」についての理解をまとめれば次のようになる 。

　第一にスミスは利潤率低下に伴う利潤量増大を満足の念をもっ てながめていた。利潤

（７０８）
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率の低下を阻止しようとする資本家の行動は「諸国民の富」の増大に反する行為として

道徳的に非難されたのである。利潤率が最低水準に下落することが杜会の理想状態と考

えられたのである。勃興期の資本主義に生活したスミ刈ことっては利潤率の低下が激し

い世界市場恐慌の原因となるという予感もまっ たく感じられなかったというのも十分に

首肯できるところである 。

　第二にリカードは世界市場恐慌こそ経験しなかったものの，穀物論争の過程において

穀物の外国貿易を促進することによっ て利潤率の低下を阻止するという資本家の行動を

弁護し資本主義の発展を推し進める側の経済学者として健筆をふるっ た。 そこからリカ

ートは利潤率低下か資本蓄積にもたらす帰結を衝撃的な形て解明することを課題とした 。

結果，利潤率の低下は利潤量の絶対的低下を最終的にもたらすとして，利潤率低下と利

潤量増大との間に絶対的な矛盾をみいだすという展開を帰結することにな ったのである 。

この帰結はリカードの独特な価値論とも矛盾することなく展開されたために，リカード

亡き後の経済学者たちによっ て， 金科玉条のごとく持ちあげられ奉られることにな った

のである 。

　第三に，Ｊ ．Ｓ ．ミルはマルクスと同世代の経済学者として世界市場恐慌の現実と格闘

した。Ｊ ．Ｓ ．ミルはセイ法則に対するリカード的な観点を受け継ぎつつつも ，リカード

の考える利潤率低下と利潤量増大の間の絶対的な矛盾がスミス的な観点における資本主

義の順調な発展観と相矛盾することに気づき思い悩んだ。そしてＪ ．Ｓ ．ミルは，この矛

盾から抜け出る通路をついにマルサス的な生産 ・消費二元論の視点に見いだすのである 。

　Ｊ ．Ｓ ．ミルは，一方ではスミス的な意味での利潤率低下と利潤量増大の同時進行を承

認しながらも ，スミスのように利潤率低下を阻止しようとする資本家の行動を非難する

ことはなか った。逆に資本家のそのような行動の希薄なことをもっ て， リカード的な意

味での利潤率の低下と利潤量の絶対的な減少の併存という事態が帰結されると結論づけ

たのである。しかし利潤率低下と利潤量増大の間の絶対的な矛盾は，リカード的な意味

での価値論を下敷きにしたものではなかったため，そこにはマルサス的な意味での生産

　消費二元論が密輸入されなければならなかったのである 。

　さてこれまで古典派経済学の「二面的法則」についての見解についてまとめてきたが ，

利潤率低下と利潤量増大の併存過程を「二面的法則」と名付けたマルクス自身の見解を

正確にしておかねばならない。そのまえに，利潤率低下と利潤量の増大の関係を「二面

的法則」とは別に「外観上の矛盾」の関係とマルクスが呼んでいるところの問題性につ

いて，筆者が前稿において明らかにした論点を再度指摘しておこう 。

（７０９）
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　筆者が前稿「利潤率低下法則の『外観上の矛盾』について」で，最終的に説明したこ

とは，次のことであ った。利潤率低下と利潤量増大の間の「外観上の矛盾」は，一方の

契機は蓄積を減退させるように作用し，他方の契機は蓄積を促進させるように作用する ，

という形で表現された「論理的矛盾」のことである。しかし，この「論理的矛盾」は ，

現実の矛盾そのものではなく ，この「外観上の矛盾」のなかに含まれている，諸契機 ・

諸条件を引き出してゆく ，つまり ，現実似矛盾を生み出してゆく ，資本の諸契機を析出

するするための，問題設定上，必然的な「外観上の矛盾」ということであった。問題は ，

この「外観上の矛盾」として指摘された関係が，つぎのような関係であることによっ て，

生じてくる。そこにおいては，利潤率の低下ということに対して，利潤量の増大という

問題が，外的に対置されており ，両者の相反する関係が指摘されただけであ って，これ

がマルクスによって「外観上の矛盾」として表現された矛盾のありかたである。だから ，

そこではまだ「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の内的な契機として問題が設定され

ていないということにな っているのである。このことを，マルクスの叙述に即して説明

してみよう 。以下，（Ａ），（Ｂ），二つの引用を提示する 。

（Ａ）「杜会的労働のこの同じ発展　　総資本に比へての可変資本の相対的な減少およぴそれゆ

え加速される蓄積とな って現われるこの同じ諸法則（しかし他方では，この蓄積が反作用的に生

産力のいっそうの発展および１不変資本または総資本に対する１可変資本のいっそうの相対的減

少の出発点となるが）ｒこの同じ発展が，一時的な諸変動を度外視すれぱ，使用総労働力の

いっ そう大きな増加とな って現われ，剰余価値それゆえ利潤の絶対的分量のいっそう大きな増大

とな って現われる 。

　ところで，同じ諸原因から利潤率の減少と利潤の絶対的総量の増加とが同時に生じるというこ

の二面的た法則（ｄ１ｅｓ２ｗ１ｅｓｃ
ｈｔｌｇｅ　Ｇｅｓｅｔｚ）は，とのような形態で現われなけれはならないか？

与えられた諸条件のもとでは，取得される剰余労働の総量，それゆえ剰余価値の総量が増大する

ということ ，また，総資本を考察すれぱ一または個別資本を総資本の単なる断片として考察す

れは一利潤と剰余価値とは同じ大きさであるということ ，このことにもとついた　法則は１と

うなるのであろうか１？」ＤＫ皿Ｓ ．２３０

（Ｂ）「労働の生産力の発展は二重に現われる。それは，第一には，すでに生産されている生産

諸力の大きさに，新たな生産が行なわれるための生産諸条件の価値の大きさと総量の大きさとに ，

また，すでに蓄積されている生産資本の絶対的大きさに，現われる。第二には，総資本に比べて

の， 労賃に投下される資本部分の相対的少たさに，すなわち，与えられた資本の再生産および価

値増殖に一大量生産にｒ必要とされる生きた労働の相対的少なさに，現われる。このこと

（７１０）
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は同時に資本の集積を前提する 。

　使用される労働力にかんしても ，生産力の発展は，これまた二重に現われる。第一には，剰余

労働の増加に，すなわち，労働力の再生産に必要とされる必要労働時間の短縮に，現われる。第

二には，与えられた資本を運動させるために一般に使用される労働力の量（労働者数）の減少に ，

現われる 。

　この両運動は，手をたずさえて進むだけでなく ，お互いに制約しあ っており ，同じ法則がみず

からをそれに表現する二つの現象である。とはいえ，それらは，利潤率にたいしては反対の方向

に作用する。」ＤＫｍＳ ．２５７

　引用（Ａ）はマルクス が， 『資本論』第３巻第３編第１３章「この法則そのもの」にお

いて，利潤率低下と利潤量増大の二面的法則について指摘している箇所である。引用

（Ｂ）はマルクスによっ て， 第１５章の第二節「生産の拡大と価値増殖との衝突」の冒頭

部分に記されている。以上二つのマルクスによる引用文を検討することによっ て， いか

なる問題点が提出されるのだろうか？

　利潤率の低下と利潤量の増大の「二面的法則」が指摘されている第一の引用文と ，第

１５章「法則の内的諸矛盾の展開」のなかでそのような内的諸矛盾を生み出すと考えられ

る資本の諸契機が問題とされる第二の引用文を比較するならぱ次のことが明らかになる 。

　（１）両者は労働の生産力の発展という同じ原因から生じる二つの傾向を問題として

　　　　いる 。

　（２）前者は，問題となる両契機が，利潤率および利潤量であるのに対して，後者は ，

　　　　第一に，総資本から見れぱ，蓄積されている生産資本の総量と労賃に投下され

　　　　る資本部分との関係，第二に，使用される労働力に関して見れぱ，必要労働時

　　　　間の短縮と充用労働者数の減少との関係であること 。

　（３）前者は，生産過程そのものから出てくる諸契機を問題としているのではなく ，

　　　　いわば，資本主義的生産関係の表象 レベルでのカテゴリーを問題としているの

　　　　に対して，後者は，生産過程の内的な契機，もっと正確に言えぱ，蓄積過程の

　　　　資本の諸契機といえるカテ コリーを問題にしているといえる 。

　（４）前者は，両契機が，利潤率の低下に対して外的に利潤量の増大が対置されるこ

　　　　とにな っているが，後者は，（３）で示された両契機は，利潤率に対して反対

　　　　の方向に作用する要因として，内的な二つの契機として対置されている 。

　以上の検討を整理すれは次のように言えるだろう 。前者は，たしかに資本蓄積か進展

する過程で現われてくる二つの現象である利潤率低下と利潤量増大という二面的な事態

（７１１）
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が，一方では利潤率を低下させることによっ て蓄積に対してそれを減退させるように作

用し，他方では利潤量を増大させることによっ て蓄積を鼓舞し促進してゆく作用をはた

すということは，一見して矛盾する事態を資本蓄積すなわち生産力の発展の過程が生み

出したように見える。資本蓄積の進展は一方でさらなる蓄積を進展するとともに，他方

で蓄積を減退させるように作用するという「論理的矛盾」の形式によっ て表現された矛

盾関係を示してはいるが，これは「外観上の矛盾」にすぎず，利潤率の低下と利潤量の

増大という両者の関係を媒介する諸条件 ・諸契機を分析的に明らかにすれば矛盾でもな

んでもないということは前稿で詳しく明らかにした。すなわちそこでは問題が利潤率低

下そのものにたいして外的に対置されているにすぎないということなのである 。

　これに対して，後者は，蓄積の内的な諸契機の相反する作用を通じて，利潤率そのも

のに対する相反する諸作用を問題としており ，それがしかも ，蓄積過程において，利潤

率の低下を促進していく資本の諸契機の相反する作用の結果として現われるというので

あるから，これは，資本の蓄積過程の内的な諸契機は一方では利潤率を上昇させるよう

作用するが，他方ではそれがまた利潤率を低下させるようにも作用するという「論理的

矛盾」の形式によっ て表現されている玩実の矛盾であるといえる。前者は「論理的矛

盾」の形式で表現された関係であるが，それはけっして「現実の矛盾」を表現するもの

とはいえず，利潤率の低下と利潤量の増大との「外観上の矛盾」を媒介する資本の蓄積

過程の諸条件　諸契機か発見されてはじめて，それらの諸契機か資本蓄積の進展の過程

で利潤率そのものに相反する作用をあたえるという「現実の矛盾」の問題が論じられる

のである 。

　ところでマルクスは，「外観上の矛盾」の諸条件 ・諸契機を明らかにすることができ

なかった古典派経済学に対して次のような批判をおこな っている 。

　「利潤率の下落の法則を明らかにすることができなかった従来の経済学は，増加する利潤総量 ，

利潤の絶対的大きさの増大一個 々の資本家にとっ てであれ杜会資本にとってであれ一を，一

種の自己慰めの根拠として持ち出すのであるが，それもまた単なるきまり文句や可能性にもとづ

くものである」（ＤＫ皿 ．２３３）

　ここで批判されているのはＤ．リカードであり ，それは一定の点までは利潤率の低下

と利潤量の増大は併存しうるが，その一定の点に達すると利潤量の絶対的な減少という

事態を引き起こし，蓄積を完全にストッ ブさせてしまうであろうというものである 。ま

たマルクスは「利潤率が減少するのと同時に利潤総量が増加するという可能性をごまか

（７１２）
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してしまうために，どのようなもろもろの意図的なごまかし計算に逃げ道が求められる

かは，もっとあとでみるであろう 。」と述べて利潤率の低下と利潤量の増大の二面的法

則の存在を否定する見解について指摘している。資本蓄積の結果として利潤率が低下す

ることの内に資本主義的生産様式に対する制限を見いだしたリカードは，先に示したよ

うに矛１」潤率低下と利潤量の増大の間に絶対的な矛盾を見いだそうとした。リカードの場

含， 利潤率の低下は穀物騰貴の帰結としての賃金の高騰から説明されるのであり ，その

対極に資本の加速的蓄積すなわち利潤量の増大という現象が対置されていた。しかしリ

カードの場合は利潤率の変動が，価値論を基軸として展開する必要から（生産と分配を統

一的に見るという正しい見地とつなが ってくる），賃金の変動との関係でのみ問題とな ったた

め， 利潤率低下と利潤量増大との関係を矛盾の関係にまで展開するということにはたら

なかった。それに対して ，Ｊ ．Ｓ ．ミルは利潤率低下と資本の加速的蓄積すなわち利潤量

の増大の両者の関係を矛盾にまで高めた初めての経済学者であ った。利潤率低下と利潤

量増大の両者を矛盾の関係にあるとする見解がどのような経済学的背景をもっ て登場し

てきたかという問題は，そのような見解が実は今日のマルクス恐慌論ｇかかえている問

題点をほとんどすべてといってよいほど萌芽的に含んでいることと深く結びついてくる 。

　この「二面的法則」に矛盾を見いだす見解は今日の日本における恐慌論研究の現状に

どのような影を投げ掛けているだろうか。この問題を検討して本稿における課題の解明

の結びにしたいと思う 。

５． ｒ一面的法則」の諸解釈について

　宇高基輔 ・南克巳ｒ『資本論』における恐慌理論の基本構成」（ｒ土地制度史学』第４号 ，

１９５９年）は利潤率低下と利潤量増大の関係を次のように位置付けている。そこでは，恐

慌の基礎範囲寿すなわち内在的矛盾の問題を「『蓄積のための蓄積』が前節で資本主義的

生産の内部編制＝内部矛盾１＝「基本矛盾」１の運動軸と規定されたのと同様に，ｎ 　ｃ

＜Ｉ 　Ｖ ＋ｍに表現される部門１に対する部門Ｉのこの優位１＝生産の消費に対する優

位；は，まさに総再生産過程の編制とそれに内在的な生産と消費の間の矛盾 ・生産諸部

門間の矛盾の運動軸として規定してよかろう」（Ｐ ．１７）と説明したあと ，このような恐

院の基礎範曉を補完　総合するものとして，利潤率低下法目１１の内部構造＝内的諸矛盾か

問題とされている。利潤率低下法則における内的諸矛盾の展開という問題と恐慌との関

連について，それが，宇高 ・南の論じる内在的矛盾を補完 ・総合するものであるという

（７１３）
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見解は，それはそれとして，十分納得のいく論理ではなく ，内在的矛盾の問題を「一般

的利潤率の傾向的低下の法則」の展開の外部に置く見解として容認することはできない

が， このことをひとまずおいたうえで，その「般的利潤率の傾向的低下の法則」と恐

慌とのかかわりを論じた部分を検討してみることにしよう 。

　宇高 ・南説は「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の相互補足＝対抗関係なるものと

して，次のような二つの問題を指摘する 。

（１）「杜会的総資本についてみれは　　平均利潤の運動の考察　再生産論構成にとっ てはつね

に総資本こそが問題である　　利潤率の低落と利潤量の増大とはともに不可避でであり ，むしろ

この契機は，労働の杜会的生産力の発展という同一の過程が蓄積過程てうけとる相互補足的＝対

抗的な表現形態にほかならない。マルクスは，だから，この『外観的に矛盾する二つの事柄（利

潤率の低落と利潤量の増大一引用者）のあいだの右の内的で必然的な関連』を利潤率低落の法

則と規定したのである。したが って，この両契機の相互補足＝対抗関係こそ，利潤率低落の内的

構造＝内部矛盾の基本規定をなすものというべきであろう 。」（Ｐ ．２１）

（２）「それは，主として労働の生産力の発展が労働力そのものにあたえる二重的な影響にもと

づいている。生産力の発展は，いうまでもなく資本にたいする雇用労働量の比率（資本構成）の

低下をともなうが，他方では，労働搾取度の増大，直接には相対的剰余価値の生産の，間接的に

は絶対的剰余価値の生産の有力な促進因としてあらわれる。こうした対立的作用において，労働

生産力の発展は，一方では利潤率の低落を促進しながらも ，他方では剰余価値率の上昇をとうし

て利潤率の低落を緩和する。「剰余価値率の増大と利潤率の低落とは，いずれも労働生産性の増

大を資本主義的に表現する特殊的な形態にはかならない。」また利潤率を低落させる労働生産力

の同一の発展が不変資本の価値減少をつうじて利潤率の低落を阻止する。さらにこうした対抗は ，

マルクスによっ て指摘された種 々の「反対に作用する諸原因」（…… ）にもみられるところであ

るだから利潤率の低落自体，諸資本の現実的運動に現われるこうした多くの諸契機の対抗関係の

現実的総合としてあたえられるのであ って，それらはいずれも ，生産力展開の資本主義的 ・対抗

的矛盾の諸形態である 。」（Ｐ ．２１－２２）

　（１）は第一の対抗関係と呼ばれるものであり ，それは利潤率低下と利潤量増大の関

係として，利潤率低落の内部構造＝内的矛盾の基本規定とされる。また（２）は第二の

対抗と乎ぱれるものであり ，生産力展開の資本主義的 ・対抗的矛盾の諸形態とされてい

る。 この（１）（２）の見解は次のような関連でとらえられている 。

（７１４）
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　「この法則は，生産力展開を基軸とする杜会的蓄積過程に含まれる二層の対抗関係は利潤率の

低落と利潤量の増大との対抗および利潤率の傾向的低落の内部対抗の現実的な総合としてあたえ

られる。だが第二の対抗が，利潤率の傾向的低落として揚棄され，全体としては第一の対抗の一

契機として包摂されるかぎりで，この法則の内部構造＝内部矛盾の基調は第一の対抗すなわち利

潤率の傾向的低落と利潤量の増大との対抗として総括されるだろう 。」（Ｐ ．２２）

　この結論をみれぼ，結局第二の対抗なるものは，第一の対抗の一契機として（利潤率

低下法則として）内部化され，第二の対抗関係なるものが「一般的利潤率の傾向的低下の

法則」の内的諸矛盾として総括されることにな っている 。

　しかし，第一に，相互補足関係：対抗関係という論理が，事物の内的関連はすべて矛

盾および対抗関係として示されるという誤った前提から導かれている。第二には，利潤

率低下と利潤量増大の二面的法則を矛盾 ・対抗関係にまで高めることによっ て， 「一般

的利潤率の傾向的低下の法則」の展開過程のなかに矛盾を見いだすというマルクスの立

場を見失ってしまっ たということができる。このような考えは，率直に言 って，「外観

上の矛盾」を現実の矛盾ととりちがえて理解することからくる誤った見解といえる 。と

もあれ，この宇高 ・南説は，その後の，二面的法則に矛盾 ・対抗関係を見いだす見解の

出発点となる 。

　つづいて，このような，宇高 ・南説を継承して，とりわげ『資本論』第３巻第３編第

１５章の論理に内在して，二面的法則の意義を検討した矢吹満男『再生産論体系における

利潤論の位置　　　『資本論』第３巻第３編第１５章をめくっ て　　』（土地制度史学８０号

１９７８年）を検討する
。

　矢吹説における，利潤率低下と利潤量増大の二面的法則に関する主要論点は，その論

文の第二節「利潤率傾向的低落法則と内在的矛盾」のなかで尽くされている。その見解

を簡単に紹介するため，宇高 ・南説と同様に，利潤率傾向的低落法則の内的構造の第一

　第二の側面として，名付けられている部分を，まず引用してみよう 。．

（１）「『剰余価値率が同一であるか増大しても ，剰余価値率を表現する利潤率は低落するという

法則』が，利潤率傾向的低落法則の内的構造の第一の側面である 。」（Ｐ ．１２）

（２）「すなわち，生産力の発展による資本の有機的構成の高度化は可変資本の相対的減少を意味

するけれども ，そのことは絶対的減少を意味するわけではなく ，むしろ総資本の増加とともに増

加するということが含意されている。生産力発展のかかる二面的作用が利潤率低下と利潤量増大

（７１５）
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に作用し，丁生産力の発展に起因する利潤率の低落には，利潤量の増加がともなうという法則

（Ｋ皿Ｓ ．２３６）』旧一諸原因から利潤率の減少と同時に絶対的利潤分量の増加が生じるというこ

の二者闘争的な法則（Ｋ皿Ｓ ．２３０）』として定式化される。これが利潤率傾向的低落法則の内的

構造の第二の側面をなす。」（Ｐ ．１２）

　ここで示された矢吹説は，その論理構造として，先に検討した宇高 ・南説とほとんど

同一であるということができる。そのことは，次の一文によっ ても明瞭に示されている 。

「法則の内的構造の第一の側面である利潤率の低下と反対に作用する諸要因との対抗は ，

利潤率の傾向的低落として揚棄されるわけであるから，この第二の側面こそ法則の内的

構造の基調となるといってよい。」（Ｐ ．１２）しかし，一見同一とみえる両者の見解も ，実

は重大な論点の相違を内包している。それは，宇高 ・南説が法則の内的な構造の相互補

足＝対抗関係を，第一に『資本論』第３巻第３編第１３章における二面的法則の解釈とし

て提出しているのに対して，矢吹説は，基調となる利潤率低下と利潤量増大の対抗関係

を， 本稿でさきに示した，第１５章におけるマルクスの文章でもっ て直接説明しようとし

ている点である。同様に，宇高 ・南説では，第１３章と第１４章の対抗関係として示された ，

法則の内的構造の第二の相互補足：対抗関係も ，矢吹説では，第一の対抗関係と同様 ，

第１５章の文章でもっ て説明しているという点である。さてこれは重要な論点であるが ，

問題点を指摘する前に，矢吹説が依拠しているマルクスの文章の解釈について，簡単に

整理しておこう 。

　まず矢吹説が論理の基調として位置付けているマルクスの文章は先に引用した第１５章

におけるマルクスの文章の前半部分である。そこでマルクスによって論じられている内

容は簡単にまとめれぱ次のようになる。労働の生産力の発展は，総資本の見地からみれ

ぱ， 第一に，すでに蓄積されている生産資本の絶対的大きさに現われ，第二に，総資本

に比しての生きた労働の相対的少なさに現われるというものである。矢吹説では，この

部分は，利潤率の低下と利潤量増大の二面的法則を表現したものとされているが，マル

クスのその直後の叙述には，「この両運動は，手をたずさえて進むだけでなく ，お互い

に制約し合っており ，同じ法則がそれを表現する二つの現象である。とはいえ，それら

は， 利潤率にたいして反対の方向に作用する。」とあり ，矢吹説の論理と整合性をもた

な＝い。矢吹説では第一の総資本の増大ということが，利潤量の増大という側面を示して

おり ，また，第二の生きた労働の相対的減少ということか，資本の有機的構成の高度化

すなわち利潤率の低下を示していると ，マルクスの文章を読み込んで解釈しているよう

（７１６）
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であるが，筆者はこのマルクスの叙述の部分を以下のように解釈したいと思う 。第一の

総資本の増大ということは，Ｍ／Ｃ＋Ｖという利潤率を表現する式の分母を増大させて ，

利潤率を低下させる方向に作用し，第二の生きた労働の相対的減少という事態は，剰余

価値率の増大による生産力の発展という事態を示しており ，剰余価値率を上昇させるこ

とによっ て， 利潤率を増大させるように作用すると 。このような理解は，矢吹説と比較

して一見奇異に見えるかも知れないが，マルクス が同じ第１５章の第一節で，「下落する

利潤率が下落する剰余価値率を表現するのは，不変資本の価値と不変資本を運動させる

労働力の分量との比率が不変のままである場合か，または，この労働力の分量が不変資

本の価値に比例して増加している場合だけである 。」（Ｋ冊Ｓ ．２５１）と述べているように ，

労働の生産力の発展の過程で現われる生きた労働の相対的減少という事態は，利潤率の

低下と同時に生じる，剰余価値率の増大の過程であると定式化されているのである。剰

余価値率の増大という問題は，単に外観的に利潤量の増大を表現するといった問題とは

異な って，資本の諸概念 ・諸契機からのみ，内在的に説明されることができるのである

から，先のマルクスの叙述は，矢吹説が論じるように，利潤率の低下と利潤量の増大と

いう二面的法則を表現しているのではなくて，それは，労働の生産力の発展過程におい

て， 二重に現われてくる，「一般的利潤率の傾向的低下の法則」に内在的な資本の諸契

機を問題としているといえるのである。またマルクスの先の引用文のすく“後に，こんど

は， 充用労働力に関して二重に現われる労働の生産力発展の性格について分析した部分

が続く 。簡単にまとめれば次のようになる。第一に，剰余労働の増加すなわち必要労働

時問の短縮，第二に，与えられた資本を動かす労働力の量（労働者数）の減少，という

ことである。この問題を矢吹説では，利潤率の低下に反対に作用する諸要因との対抗関

係であると総括しているが，問題は，一方で利潤率の低下傾向，他方で，それに反対す

る諸要因，この両者の対抗関係という外的な視点ではなく ，， 労働の生産力の発展過程す

なわち「般的利潤率の傾向的低下の法則」の展開過程において現われる ，利潤率に対

して相矛盾して機能する資本の諸契機の作用のことなのである 。

　矢吹説は，前に検討した宇高　南説とは異な って，内在的な矛盾の問題を第１３章「法

則そのもの」ではなく ，第１５章「法則の内的諸矛盾の展開」の章で独自に検討する視点

を打ち出したが，しかし，宇高 ・南説と同様，利潤率の低下と利潤量の増大の二面的法

則を内在的矛盾の問題と取り間違えたと評価しうる 。

　ところで，宇高 ・南説から矢吹説への論理の変遷について，その過程で大きな役割を

果たした論文，木村方資「利潤率の傾向的低下法則の内的諸矛盾と恐慌」（土地制度史学

（７１７）
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第７６号，１９７７）がある。この研究は『資本論』第３巻第３編第１５章「法則の内的諸矛盾

の展開」中の第２節ｒ生産拡大と価値増殖の矛盾」か恐慌論の展開にとっ て最重要な論

点を提起しており ，このことがこれまで指摘されてこなかったという問題点を明らかに

したという意味で画期的な論文であ った。しかしそこには以下のような問題点も同時に

含まれていた。木村説は利潤率の低下に利潤量の増大が伴うという問題について，問題

点を以下のように指摘する。第一に利潤量の増大は利潤率低下法則の存在に不可欠の内

容　契機をなすということ 。第二に，利潤量の増大は利潤率の低下を利潤量の増大で補

償しようとする資本の運動の結果ではないということ。第三に，利潤の率と量との関係

のうちには，個別資本を加速的蓄積に駆り立てていく一法則が存在するということ ，第

四にマルクスが利潤率の低下か資本の競争戦を生み出すと述へている内容か利潤の率と

量の関係に関わる問題だということである（Ｐ ．３）。 ここで木村説は以上の利潤の率と

量との関係が第１５章「法則の内的諸矛盾の展開」の問題をも含んで提起されているとす

る。 木村説は「利潤率の低下とならんで，絶対的利潤量の増大そのものが労働の生産力

の発展の表現として把握されるのである 。」（Ｐ ．３）と正当に問題をたてているにもかか

わらず，利潤率の低下に利潤量の増大が伴うことは一つの可能性にすぎないとして，そ

の可能性の中に，利潤率の低下に伴う個別資本の競争関係が恐慌にいたる矛盾を生みだ

していくのだという考えを導入することによっ てマルクスが第１５章で問題とした「内的

な矛盾」を説明する鍵を求めるのである。木村説の場合せっかく利潤率低下法則と恐慌

の結びつきを第１３章から第１５章の論点に展開するための鍵となる視点を提起しているの

にもかかわらず（この視点が先の矢吹謝こ多大な影響を与えた），利潤率低下と利潤量増大の

間に矛盾を見いだすという見解（個別資本の運動という論点に限定されてはいるが）に再度落

　　　　　　　　　１）
ち込んでいるのである 。

　以上，いわゆる講座派恐慌論（商品過剰説の流れにあるとみなされる）内において利潤率

低下と利潤量増大に矛盾を見いだす見解の問題点を指摘してきたが，続いて，それと対

立する立場をとるとされる宇野恐慌論（資本過剰説とみなされている）の問題性を検討す

る。 宇野弘蔵『恐慌論』（岩波書店，１９５３）は利潤率低下と利潤量増大の二面的関係が恐

慌論の展開において以下のような重要な意味をもつと論じている 。

　「一般に資本家的生産方法の発展は，生産力の増進の条件として，またその結果として資本の

有機的構成の高度化を伴うものであり ，それと共に利潤率の　般的低落の傾向を免れないのであ

るが，好況期の蓄積の増進は，かかる　般的傾向を基礎としながら，いわゆる産業予備軍として

　　　　　　　　　　　　　　　　（７１８）
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の労働力の動員と共に，賃金の騰貴によっ て利潤率は一般的な傾向的低落とは異った低下をなさ

ざる得なくする，いい換えれぱ利潤率は資本の増大にも拘らず利潤量をも減少するような低下を

なし，より大なる資本がより小なる利潤しかあげないということになる 。」（Ｐ ．８１）

　ここで宇野説が展開する利潤率の低下に伴う利潤量の絶対的減少から恐慌の発生を説

明するという見解は，マルクスが「資本の絶対的過剰生産」という論理を，資本の過剰

蓄積がなんであるか理解するための仮定として問題とするところから導かれてきた見解

である。資本の絶対的な意味での過剰生産というのは利潤率の低下とともに利潤量の絶

対的な減少をもたらすだろうとするものである。しかしこの利潤量の絶対的減少という

事態は，これまでにリカードの二面的法則を検討した第２節で問題とされた論理と同一

である。マルクスはリカードやミルが前提した資本の絶対的過剰生産という事態を仮定

したうえで資本の過剰蓄積ということが何であるかを端的に説明しようとしたのである 。

しかしこの利潤率低下と利潤量の絶対的減少が同時に生じるという事態は恐慌の爆発を

説明するものではない。なぜならマルク刈こよれぼ利潤率低下の過程がすなわち利潤量

の増大する過程と同義であり ，利潤量増大は利潤率低下の展開された形態に他ならない

のである。まさに恐慌は利潤率の低下と利潤量の増大という現実の事態の内に内在する

矛盾から説明されなけれぼならないのである。この利潤量の絶対的減少という事態から

恐慌を説明することが困難であると感じている宇野説は，恐慌爆発の原因を利潤率と利

子率の衝突という信用論的契機の導入によっ て説明しようと試みている。このような試

みは，実はミルが信用論的契機を恐慌の説明のためにもっ ぽら利用していることと深い

つながりをもっ てくる。本稿ではこの問題については深くふれないが，宇野恐慌論がマ

ルクスの二面的法則観とまっ たく異な った，あるいはマルクスによっ て批判された見地
　　　　　　　　　　　　　　２）
に立っていることは明確であろう 。

　　１）「二面的法則」に矛盾を見いだすことに批判的である注目すべき見解に，逢坂充『競と再

　　　生産の理論』梓出版杜 ，１９８４，がある。この研究に対する批判的検討は，暫定的なものでは

　　　あるカニ，前掲拙稿第一節，一一の注３）を参照願いたい 。

　　２）商品過剰論と資本過剰論の問題点については，拙稿ｒ『商品過剰論』と『資本過剰論』の

　　　発生 ・発展 ・消滅」『経済科学通信』５８号 ，１９８８，を参照 。

おわりに

以上，古典派経済学とマルクスの二面的法則観を整理しその問題点を指摘するととも

（７１９）
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に， 「二面的法則」に矛盾を見いだす日本における恐慌論の二つの潮流を簡単に概観し

てきた。マルクスの「二面的法則」観をを日本の伝統的な恐慌論の「二面的法則」理解

と比較するときその違いは決定的であろう 。このような見解の誤りの根拠は利潤率低下

と利潤量の増大との間の，マルクスが「二面的法則」および「外観上の矛盾」と呼んだ

関係と ，利潤率低下法則の内的な矛盾といわれる場合の関連が明確にたらず，かつ［資

本論』第３巻第３編の第１３章と第１５章の関係を，マルクスが古典派経済学を批判する過

程と意識的に結びつけて議論してこなかったという問題にあるのだ 。
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